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１．はじめに

　四半期利益のサイクルによって、直近の四

半期利益を改善できるもののテスラにとって

長期的には適切ではない意思決定を強いるよ

うなプレッシャーがかかっている。

（Elon Musk、Taking Tesla Private、2018年８月７

日、筆者訳）

　企業はどれほどの頻度で財務報告を行うのが適

切なのだろうか（注１）。このような議論が様々な

経済主体によって提起されている。冒頭で引用し

たテスラ・モーターズの創業者であるElon Musk

が2018年８月に従業員に宛てたメールの主張が

一例である。また日本でも、四半期報告を取りや

めるべきであると主張する産業団体が存在してい

る。幾つかの国や地域では、四半期報告の強制化

の緩和が規制主体によって検討・実施されている。

　これらの議論のとらえ方は、読者それぞれの利

害関係によって変わるのではないだろうか。読者

が会計監査を担当していたり企業で経理を担当し

ていたりすると、四半期報告は煩わしいコストの

かかるものであると考えているかもしれない。こ

れに対して、株式などに投資をする立場にある読

者にとっては、タダで情報が開示されるのであれ

ば四半期報告が行われていることは望ましい状況

であると考えるかもしれない。
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